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Abstract
　Some studies have shown questionnaires and psychological measures to determine the 
personal traits of employees who are engaged in overseas business. They, however, are 
disputable in reliability and validity, since they rarely refer to intercultural job situations.
　To determine the personal traits of Japanese employees whose productivity is very 
high in their overseas business, 15 psychological measures are produced after the 
internet survey for over 2,000 employees. The authors find the following measures such 
as employeesʼ confidence in their jobs, their interests in other cultures and their 
insistency mainly contribute to the high productivity. Those measures are tested by 
interviewing directors and managers in 5 companies. There is no discrepancy between 
the produced measures and the remarks in the interviews.

2015年9月17日　受理　　

1. 問題の背景と研究目的
2015年7月24日付けの日本経済新聞朝刊には、「日経、英 FTを買収」という大きな見出しが
一面トップに躍った。英国の有力経済紙フィナンシャル・タイムズを発行する同グループを、
日本経済新聞社が約1,600億円で買収するというものである。この買収劇の裏側には、ドイツ
のメディア企業であるアクセル・シュプリンガー社との熾烈な競合があった、と朝刊の記事
を追うように同日午前の日経電子版で報じられた。また夕刊一面トップでは、明治安田生命
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保険がアメリカの中堅生保であるスタンコープ・ファイナンシャル・グループを、約6,200億
円で買収するというニュースも報じられている。
フィナンシャル・タイムズ・グループの買収に関して、日本企業がドイツ企業に競り勝っ

た事実を一つのエポックとして捉えてみよう。2015年6月から7月に掛けてのギリシャのデフ
ォルト危機への対応をみても、EU諸国の中でドイツは際立ったリーダーシップを発揮してい
る。その背景には、強固な経済力に裏打ちされた健全な国家財政が存在する。こうしたドイ
ツ経済を担う同国企業に対して、日本企業が勝利したからである。
ドイツ経済の強さの一要因として、同国企業の対外活動比率の高さが挙げられる。GDPに
対する対外直接投資残高ならびに輸出額の比率では、世界の主要各国と比較してもドイツの
高さが際立っている（図表1）。

図表1が示すように、日本企業の対外活動にはドイツ企業と比較して大きな出遅れ感があっ
た。しかしながら、余裕ある手元資金に対して資本効率を求める株式市場の圧力などによって、
日本企業も最近になりようやく重い腰を上げてきたかのように思われる。2015年8月24日付け
の日本経済新聞によると、同年8月20日時点での日本企業の海外企業に対するM&A額は、
2014年の同時期に比較して77％も上乗せし、過去最高額を記録している。
日本企業による対外活動が活発化してきた状況下だからこそ、ドイツとは異なった日本な

らではの弱点がクローズアップされることになる。一部の大企業を除いて多くの日本企業や
日本人は、歴史的に外国企業ならびに外国人とのコミュニケーションには慣れていないと言
えるであろう。規模の大小を問わず日本企業で働くビジネスパースンは、今後この慣れない
異文化とのコミュニケーションにさまざまな局面で遭遇することになる。それゆえに、異文
化環境下で確実に成果を上げることのできる従業員を発掘し確保していくことは、中小企業
を含めた多くの日本企業にとって切実な人事的課題となる。

（図表1）対外活動の国際比較－2014年－
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それゆえに、次の二点を本稿の目的とする。一つは、日本企業にとって必要とされる「異
文化環境下で仕事の成果を上げられる日本人ビジネスパースンの適応能力」を測定する尺度
を開発することである。二つ目は、前記の尺度を開発する際に行なった量的調査の分析を補
完するために、複数企業へのヒアリングという質的調査から、どのような特性をもつ従業員
が異文化環境下で仕事の成果を上げることができるのかを探ることである。
なお宮本・宇井〔2014〕によると、新しい測定尺度の開発にあたっては過去の研究成果に
も充分注意を払う必要がある。そこで、インターネット検索エンジンである Google、大手イ
ンターネット通販サイトである Amazon、更に国立情報学研究所が運営する日本語論文検索サ
イトである SiNiiを使って、「異文化」「適応」「適応能力」「異文化コミュニケーション」「異
文化適合」「異文化適応」というキーワードから測定尺度に言及した論文・著作検索を行った。
この作業により、次のような5編の測定尺度の事例を得ることができた。

2. 測定尺度のレビュー
Black, Morrison & Gregersen〔1999〕では、①文化的柔軟性、②世界的な視野、③社会性、

④積極的なコミュニケーション姿勢、⑤コンフリクトの解決スタイル、⑥リーダーシップの
表現の仕方、の6つの尺度を使って評価する “Global Assignment Preparedness Survey”（G-A-

P-S）が紹介されているが、残念ながら質問項目などの具体的内容は公表されてない。
日系三世のアメリカ人であるマツモト〔1999〕は、異文化にかかわる個人的な発達の要素
として、①感情と感情規制、②批判的な思考、③開放性と柔軟性、の3つを挙げ、さらに人格
要素の④自尊心・自己受容を加えた4つの尺度を構成する26の質問による「日本人の国際適応
力診断テスト」を開発した。このテストでは、4つの心理尺度を測定する質問がランダムに配
置されており、また被験者が選択する評価点の数値も、単に加算するだけではなく減算する
質問も用意されていることから、被験者の意図的なバイアスを排除できるように設計されて
いる。なお、どの質問にも異文化適応を測定するための直接的な表現を使っていないことから、
同一テストを実施し適度なサンプル数を確保できれば、被験者の異文化経験の有無の違いに
よる特性の差を測定できる利点はあると考えられる。
一方日本では、環境適合型コンピテンシー尺度の開発研究が、グローバルリーダーシップ・
コンピテンシー研究会〔2005〕によって行われた。彼らは認知心理学的な観点から、企業管
理者が自己の置かれた状況を適切に判断し、次に適切なマネジメント行動に移る際にとる3つ
の行動次元（課題設定、意思決定、実行）と個人の資質に関係する1つのコア次元を設定し、
4つの尺度を構成する36の質問を考案した。なお、これはマツモト〔1999〕の質問群と少し異
なり、一つの質問で異文化環境を示す直接的な表現が採用されている点が特徴といえる。
更に、小松・向後〔2014〕では、社会人の異文化対処能力を測定するものとして質問数は



異文化環境下で成果をあげる日本人従業員の特性の探索

52

20問と少ないながら、図表2のような尺度を提示している。前述のそれぞれの測定尺度での質
問群と比較しても、外国ならびに外国人との関係性に直接言及した質問群を配置している。

測定尺度のレビューの最後として、韓〔2014〕にも言及したい。この調査では、アジア地
域に進出した日本企業内での日本人赴任者の能力と行動に対して、ローカル・スタッフがど
のように評価しているかを測定している。調査結果の因子分析から、①対人関係能力、②業
務遂行能力、③情報発信力、④組織責任感、⑤開放性志向の5つの尺度で構成される58の質問
を導出しているが、赴任者の個人的特性を明らかにするまでには至っていない。

3. 心理尺度の開発
ここまで示した測定尺度のうち、グローバルリーダーシップ・コンピテンシー研究会〔2005〕
では多くの質問をリーダーシップ測定に充てている。しかしながら、その他の測定尺度では、
調査対象者が仕事で高い成果をあげられるかどうかを測定する質問がない。そこで本研究で
は、異文化に適応することだけではなく、異文化環境下で仕事の成果を上げるためにリーダ
ーシップを発揮することに焦点を当てる〔佐藤・堀内 1998〕。このため、平田〔2014〕のレビ

（図表2）社会人の異文化対処能力尺度



Sanno University Bulletin Vol. 36 No. 2 February 2016

53

ューで示された山岸〔1995〕の「異文化対処力の要素」（図表3）を基準にした質問群を多く
用意し、これを用いた量的調査の結果から測定尺度を求めることにする。

（1）調査方法
海外赴任経験者等に対するインターネットを使用した質問紙調査を行った。

（2）調査対象者
調査対象者は民間のインターネット調査会社にモニター登録している日本人で、日本企業

に勤めていることを回答の条件とした。調査対象者の募集予定人数として海外赴任経験が1年
以上を1,000名、1年未満を500名、さらに海外赴任経験の無い人も500名本調査の目的に対する
対照群として募集し、結果的に有効回答者数は2,045名（平均年齢39.33歳　SD7.12歳）となった。
なお、属性別の回答者数は図表4の通りである。

（図表3）異文化対処力の要素
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（3）調査期間
調査期間は2014年10月22日～28日。

（4）調査内容
調査内容は、赴任先への適応に関する質問28項目、海外赴任者の特性に関する質問125項目、
回答者の性別、年齢、職種、職位などの属性に関する質問7項目から構成した。回答者の属性
に関する質問以外は、回答形式を4件法（あてはまる－ややあてはまる－あまりあてはまらな
い－あてはまらない）としている。
（5）調査結果
現地への適応に関する28項目について、尺度構成を目的として探索的に因子分析を行った。
この分析では海外赴任経験が1年以上の回答者（1,030名）のみを対象としている。因子抽出法
と回転法の組み合わせをいくつか行い、単純構造に近いと判断した最尤法とプロマックス回
転によって抽出された以下の7因子を元に、各因子のα信頼性係数を算出した（図表5）。

（図表4）回答者の属性
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（図表5）適応指標の因子分析結果およびα信頼性係数
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因子分析結果は、項目作成の観点とした仕事の業績の側面や成長感、また赴任先の組織や人、
国や文化に対する好感情を表す内容となっている。さらに、各因子は3～5項目と比較的少な
い項目数で構成されているものの、α信頼性係数は0.832～0.925であり、7因子中5因子は0.9
台と高い値を示している。したがって、各因子は尺度として十分使用に耐えうると判断でき
るだろう。
なお、各因子を以下のような尺度名とした。
第1因子（項目番号 Q5S09～ Q5S13）は「仕事適応」。
第2因子（項目番号 Q5S19～ Q5S22）は「社会的適応」。
第3因子（項目番号 Q5S01～ Q5S05）は「組織コミットメント」。
第4因子（項目番号 Q5S14～ Q5S18）は「仕事コミットメント」。
第5因子（項目番号 Q5S26～ Q5S28）は「職場適応」。
第6因子（項目番号 Q5S06～ Q5S08）は「成長感」。
第7因子（項目番号 Q5S23～ Q5S25）は「心理的適応」。
他方、海外赴任者の特性に関する125項目についても同様に、尺度構成を目的として探索的
な因子分析を行った。但しこの分析では、現地への適応に関する尺度構成の分析とは異なり、
回答者全員（2,060名）を対象としている。因子抽出法と回転法、および抽出する因子数を組
み合わせ複数回試行した。その過程において複数の因子に負荷量の高い項目、およびどの因
子においても負荷量の低い項目を削除した。この結果、24の質問が分析から除外され残った
101の質問項目について、最尤法、プロマックス回転によって抽出された以下の15因子が単純
構造に近いと判断し、その結果をもとに各因子のα信頼性係数を算出した。紙幅の都合で因
子負荷行列は割愛したが、尺度名及び尺度の内容の要約と項目数、α信頼性係数を図示して
いる（図表6）。
15尺度のα信頼性係数は0.763～0.925であり、0.7台は2尺度、0.8台が9尺度、0.9台が4尺度
であった。0.7台が2尺度あるがいずれも4項目と設問数が少ないことが原因と考えられるので、
全てが尺度として十分使用に耐えうると判断した。
（6）考察
本調査の目的の一つである、異文化環境下で仕事の成果を上げられる日本人ビジネスパー

スンの適応能力を測定できる尺度を開発するに際しては、テスト理論によって以下のように
尺度の信頼性と妥当性の確認が必須となる。
① 尺度の信頼性
信頼性とは、測定によって安定的に一貫した結果が得られることとされている。その指標
としては、同じ尺度を2度受験したときに得られる再テスト法による相関係数や、一つの尺度
を二つに分けて相関係数を算出する折半法などがある。言葉通りの意味で安定した結果と言
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えば、同じ尺度で2度テストした結果を比較すればよいと思われるが、実際には1回目と2回目
のあいだの期間をどう設定すればよいか、そもそも同じテストを2度実施するというコスト的
な側面を含めた難しさがつきまとう。そこで、安定的に一貫した結果が得られることを、操
作的に一つの尺度を二つに分けることでみようとした「内的整合性」による方法が提唱され
ている。現在、最も広く使われている指標はα信頼性係数である。α信頼性係数は、尺度を
二つに分ける際の全ての組み合わせの相関係数の平均を取るものである。
本調査で得られた特性に関する15尺度の内的整合性について、α信頼性係数を算出するこ

とで確認したところ、α信頼性係数の値は十分に高いと判断できたので、尺度の信頼性は確
保できたと思われる（図表6）。
② 尺度の妥当性
次に妥当性であるが、従来、テスト理論では内容的妥当性、基準関連妥当性、構成概念妥
当性の3種の妥当性が取り上げられてきた。この内、内容的妥当性は尺度内容に関する専門的
な知識を持つ人の判断によることが多いが、本研究では山岸〔1995〕を質問開発の基準とし
ていることから一定の妥当性は担保されていると考える。また、構成概念妥当性は、測定し
ようとしていることを尺度が測定できているかという本質的なものであり、何か一つの証拠
を提出したからといって妥当性をあるとは言えないものである。そこで、様々な証拠を長い
時間かけて積み上げていくことで立証されるものと考えられる。
基準関連妥当性とは、尺度が測定しようとすることと関連のある指標を設定し、尺度値と
の関係を見ようとするものである。例えば、入学試験の成績と入学後の成績の相関係数を算
出するなどがこれに当たる。本調査によって作成された15の特性尺度について、基準関連妥
当性を見る場合、最も良い指標は赴任先で達成した成果ということになるであろう。しかし、
この成果の定義は大変難しく、また量的に測定できるものには限界がある。
そこで、まず海外赴任経験の有無と尺度値の関係を見ることとする。海外赴任経験によっ
て尺度値が異なれば、尺度の妥当性の一側面と考えられるからである。なお、尺度値は質問
項目の選択肢を、あてはまるを4点、ややあてはまるを3点、あまりあてはまらないを2点、あ
てはまらないを1点として数値化し、尺度を構成している項目の平均を求め、今回のデータで
標準化したものを使用した。したがって、各尺度は平均0、標準偏差1.0となる。
比較の結果として、全ての尺度において海外赴任経験の無い人は、ある人よりも尺度値が
低くなっている。また、「異文化への関心」と「主張性」の2尺度では、海外赴任経験が1年以
上の人と1年未満の人の間にも統計的な差が認められた（図表7）。したがって、今回作成した
特性尺度には限定的ながら妥当性があると考えられるであろう。
以上で、本稿の目的の一つは達成できたと判断されるので、次から二つ目の目的に取り掛
かることになる。
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（図表6）特性尺度の内容と項目数およびα信頼係数
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（図表7）特性尺度の海外赴任経験による違い

注1）F値は全て0.1％水準未満で有意
注2）多重比較はボンフェローニの方法
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4. 異文化環境下で成果を上げる従業員の特性
本稿の二つ目の目的は、どのような特性をもつ従業員が異文化環境下で仕事の成果を上げ

ることができるのかを探ることである。赴任先での仕事の成果を測ることは難しいが、赴任
先の国や組織に適応し、良好な人間関係を築けることが仕事の成果をあげる前提となると考
えられる。即ち、上手く赴任先に適応できなければ成果があがるどころではない状況と言える。
そこで、本調査で作成した7つの適応指標と特性尺度との関連を見ることにする。上手く適応
するためにはどのような特性が必要かを見いだすことができると思われるからである。
但し、仕事の成果を定義することが難しいことから客観的な成果の代理変数として、7つの
適応指標の中から「仕事適応」を採用することとした。「仕事適応」では、その質問内容が「赴
任中に、赴任先で高い業績をあげた」や「赴任中に、赴任先で大きな仕事を成し遂げた」な
どであることから、この適応指標は回答者の自己認知となる。それゆえ、客観的な基準とは
言えないものの、結果を出したという自己認識につながる特性尺度が何かを探索することを
看過すべきではないと考えるからである。
今回の検討では、「仕事適応」を目的変数、15の特性尺度を説明変数とする重回帰分析を行
った。ここではいずれの特性尺度が「仕事適応」に最も影響があるかを探索的に見るために、
説明変数を順次投入するステップワイズ法を用いた。その結果、最も重相関係数が高くなっ
たモデル（R＝0.574, F＝125.812, p＜ .001）が図表8である。βの高い順、即ち目的変数に対
して影響の高い順に「3．仕事への自信」、「2．異文化への関心」、「15．主張性」、「8．感受性」、
「7．ストレス耐性」、「13．自文化への理解」の6尺度で構成され、これらの特性をもつ従業員
が異文化環境下で仕事に適応できると想定される。

5. 質的調査による補完
前述の量的調査の分析から得られた結果、すなわち仕事で業績をあげる従業員の特性（図
表8）についてその妥当性を確認する目的で、以下の5社の経営者・人事管理者・営業管理者

（図表8）仕事適応を目的変数とした重回帰分析の結果

注）表中の☆☆☆は p＜0.001、☆☆は p＜0.01、☆は p＜0.05
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等にヒアリングを行った。大企業の従業員の海外赴任に関しては、従業員の個人特性を考慮
する以上に、組織内での規定・制度・慣行によって人選されているであろうと仮定した。そ
れゆえ、ヒアリング対象企業の選定に際しては、海外赴任に関する規定・制度などが整備さ
れていないと想定できる中小企業として、A社から D社までの4社を選定した。これら4社は
大手企業の経営戦略に極端に影響されず、独自で海外展開の道筋を見つけた企業である。
また、中小企業での海外赴任者の人選と対比する目的で、人材が豊富で歴史的にも早くか
ら海外展開をしてきた大企業 F社も、たった1社ではあるが調査対象とした（図表9）。
なお、ヒアリングのサンプル数が少ないために、この質的調査は前述の量的調査結果を補
完するものとして扱い、量的調査結果そのものを深く分析することは避けている。

（1）ヒアリング実施日：2015年3月、6月
（2）ヒアリング方法：対面質問調査
（3）ヒアリング時間：各社とも約1時間
（4）質問項目：
①海外赴任先の組織体制と赴任者のポジションは？
②どのような人材が海外赴任に適していると考えているのか？
③従業員を海外に赴任させる場合の社内規定等は整備されているか？
④海外赴任対象者の個人的事情は配慮するのか？
⑤海外赴任させる場合、その人材のどのようなスキルを期待するのか？
⑥海外赴任させて、失敗した人材に特徴があればどのようなものか？
⑦赴任できる人材を増やすために、何か独自教育を実施しているか？
以上の質問項目に対する回答の要約は以下の通りであるが、前記の量的調査の分析結果に

（図表9）ヒアリング実施企業の概要

（人員、売上高は2014年度）
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直接関係のありそうな回答は、「厚い記述」として生の発言も記載した。

① 海外の販売会社および工場の責任者に日本人を充てており、日本人社長（工場長）＋ロ
ーカル従業員という体制が基本的なものである。責任者を日本人とする理由としては、
日本で本社採用して以降の長期雇用実績から生じる信頼感を挙げている。

② 赴任者の年齢は50歳前後が多かったが、一方で30歳後半～40歳前半という若手を出す企
業もある。選定基準は、「国内で仕事が出来た人材」「コミュニケーション能力がある人材」
を人事部門および社長が選考している。

この質問に対して、A社の社長は次のように話してくれた。
言葉（外国語）がしゃべれない人間をポッと出して、向こう（赴任先）で学校に行かせ
たり、先生を付けたりして、一応英語が喋れるようにしました。赴任させた二人の営業
マンは、お客様にすごく信頼されていました。そんな彼らは、（海外の）どこに行って
も成功しました。

また、同社の取締役は次のように指摘している。
海外赴任の選抜基準は、中国だから行ける、タイだから行ける、ということではありま
せん。言葉（外国語）はあくまでも手段ですので、日本にいて仕事に精通しているか、
こなせているかが選抜のキーポイントになります。仕事ができるということは、結局他
の部署とコミュニケーションができているという証拠ですから。

さらに、以下は B社の管理部長の発言である。
メンタル・体力・順応性・意欲がありそうな従業員に日頃から目を付けておきます。中
でも、（海外での仕事に）意欲があるかどうかが一番大切なように思います。

C社の管理部部長の意見では、
言葉が話せるというより、組織を引っ張っていける人ですね。また中国では、相手目線
で仕事ができるかどうかが大切です。相手の国民性を理解することが重要になります。
また、技術系の人材を海外に派遣する場合には、黙々と仕事をするタイプではなくて、
声を上げて指導できる人がいいですね。

次に、D社の社長によると、
日本語（日本で）できちんと仕事ができる人です。それに、他人に対して好き嫌いの激
しい人はダメです。結局、言葉は赴任してから覚えるものです。

大企業の F社の事業部マネジャーによると、
会社の体制は整っていますからいろいろな人材がいます。でも、英語が出来ても（仕事
の）センスがなくて、国内でくすぶっているヤツがいますね。
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③ 人員、予算および時間にも余裕がないので、規定はほとんどないに等しい。海外赴任前
の教育、引継ぎなどは特別に実施しておらず、何度となく海外出張ベースで拠点を行き
来している中で、海外拠点の仕事を OJTで覚えるようになっていく。

④ 人材に余裕がないため、海外赴任要員の本人事情はほとんど配慮できない。
⑤ 英会話能力は全く選考理由に入っていない。現地の言葉が出来るに越したことはないが、
通訳を介してでも何とかなるものである。

この質問に対して、B社の管理部長による以下のような意見もある。
一応、語学は出来た方がよいでしょう。でも、スキルとして何が必要かと社内で議論す
ると、 「バランス」が必要だとなります。組織の長として、人事もお金の面もやらなけ
ればならないという意味でのバランスです。

⑥ 海外赴任不適合であった人材は、仕事の能力というより現地適応力の面で精神的に無理
があったために帰任させた。

C社の管理部部長の発言では、
声を出して文句を言う奴は、大丈夫です。何も言わずに内に籠るタイプはダメになりま
すね。

F社の事業部マネジャーによると、
海外赴任は、一週間7日勤務の一日24時間体制みたいなものですから、それに耐えられ
るメンタルが必要ですね。

⑦ 国内の自社内に海外赴任適合者がいない場合、海外進出している同業他社から定年まじ
かの人材を再雇用することで急場はしのげる。彼らは人脈を豊富に持ち、海外生活にも
慣れている。

以上のように調査サンプル数は少ないものの、この質的調査によって前述の量的調査の分
析結果と矛盾するような回答は得られなかったと同時に、異文化環境下で業績をあげる従業
員の個人特性の片鱗が垣間見えたと言えるであろう。
なお今後の課題としては、図表7で導出した特性尺度の信頼性と妥当性の精度向上を図るた

めに、データ数を増やさなければならないと考える。また、質的調査のサンプル数を増加す
ることで、業種の違いによる必要とされる特性の違い、あるいは企業内での職務ランクの違
いによる特性の違いなど、より詳細な分析も可能になると考えられる。
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